
株 主 各 位

2019年度定時株主総会招集ご通知
インターネット開示事項

連結計算書類の連結注記表

計算書類の個別注記表
（2019年４月１日から2020年３月31日まで）

　

株式会社ハーモニック・ドライブ・システムズ
証券コード：6324

　

連結注記表および個別注記表につきましては、法令および定款第15条の規定に基づき、
インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.hds.co.jp/）に掲載し、株主の皆
様に提供しております。
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連結注記表
(連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等)
1. 連結の範囲に関する事項
　 連結子会社の数 １８社
　 連結子会社の名称
　 株式会社エッチ・ディ・ロジスティクス
　 株式会社ハーモニック プレシジョン
　 株式会社ハーモニック・エイディ
　 株式会社ウィンベル
　 エイチ・ディ・システムズ・インコーポレイテッド
　 ハーモニック・ドライブ・エルエルシー
　 哈默納科（上海）商貿有限公司
　 三益ＡＤＭ株式会社
　 合同会社エイチ・ディ・マネジメント
　 ハーモニック・ドライブ・エスイー及びその連結子会社８社

(注）ハーモニック・ドライブ・エスイーは2020年1月17日に、法人格をドイツ国のアーゲーから欧州
連合(EU)の法人格であるエスイーに変更しております。

2. 持分法の適用に関する事項
　 持分法適用の関連会社の数 １社
　 関連会社の名称
　 青梅鋳造株式会社

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のエイチ・ディ・システムズ・インコーポレイテッド、ハーモニック・ドライブ・エルエルシ
ー、哈默納科（上海）商貿有限公司、三益ＡＤＭ株式会社、合同会社エイチ・ディ・マネジメント及びハ
ーモニック・ドライブ・エスイー及びその連結子会社８社の決算日は12月31日であり、その決算日の計
算書類を使用して連結計算書類を作成しております。ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引につ
いては、連結上必要な調整を行っております。

4. 持分法適用会社の事業年度等に関する事項
持分法適用会社の決算日は、連結決算日と一致しております。
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5. 会計方針に関する事項
(1) 資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券

　 その他有価証券
時価のあるもの………期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
算定）

時価のないもの………移動平均法による原価法
② デリバティブ取引

　 時価法
③ たな卸資産

　 通常の販売目的で保有するたな卸資産
…評価基準は原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によって
おります。

① 製品・原材料・仕掛品…移動平均法
② 貯 蔵 品…最終仕入原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

　 当社及び国内連結子会社
　 定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月１日以降
に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

　 海外連結子会社
　 定額法
② 無形固定資産（リース資産を除く）

　 定額法
のれんについては、20年以内の効果が及ぶ期間で均等償却しています。
ソフトウェア（自社利用分）については、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法
を採用しております。

③ リース資産
　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。
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(3) 引当金の計上基準
① 貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金
当社及び国内連結子会社は、従業員に対する賞与の支給に充てるため支給見込額を計上しております。

③ 役員賞与引当金
役員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上しております。

④ 製品補償損失引当金
　 製品補償に係る損失に備えるため、当該見込額を計上しております。
⑤ 役員退職慰労引当金
役員に対する退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく連結会計年度末要支給額の100％を計上し
ております。

⑥ 執行役員退職慰労引当金
執行役員に対する退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく連結会計年度末要支給額の100％を計
上しております。

(4) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
① 退職給付会計
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、当連結会計年度末におい
て発生していると認められる額を計上しております。年金資産の額が退職給付債務を下回る場合には、
当該差額を退職給付に係る負債として計上し、上回る場合には当該超過額を退職給付に係る資産として
計上しております。過去勤務費用については、主としてその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（３年）による定額法により按分額を費用処理しております。また、数理計算上の差異は、
主としてその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（３年）による定額法により翌連結
会計年度から費用処理することとしております。未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用につ
いては、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額
に計上しております。なお、一部の連結子会社については、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採
用しております。

② 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
在外子会社等の資産及び負債は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均
相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しておりま
す。

③ リース取引の処理方法
所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によ
り、リース資産として計上しております。

④ 消費税等（消費税及び地方消費税）の会計処理
　 税抜方式を採用しております。
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(会計方針の変更に関する注記)
一部の在外連結子会社においては、当連結会計年度の期首よりIFRS第16号（リース）を適用しています。当
該会計基準の適用にあたっては、経過措置として認められている、本基準の適用による累積的影響を適用開
始日に認識する方法を適用しております。
当該会計基準の適用の結果、当連結会計年度の連結貸借対照表において、有形固定資産のその他に
2,726,809千円、流動負債の部にリース債務195,553千円、固定負債の部にリース債務2,601,579千円が
計上されております。なお、当連結会計年度の営業利益、経常利益および税金等調整前当期純利益における
影響額は軽微であります。

(連結貸借対照表に関する注記)
1. 担保資産及び担保付債務
(1) 担保に供している資産

建物 40,339千円（帳簿価額）
土地 52,225千円（帳簿価額）
計 92,564千円（帳簿価額）

(2) 上記に対応する債務
１年内返済予定の長期借入金 3,120千円（帳簿価額）
長期借入金 22,160千円（帳簿価額）
計 25,280千円（帳簿価額）

2. 有形固定資産の減価償却累計額 25,214,970千円
　
3. コミットメントライン契約
当社及び連結子会社は資金調達の安定性を高め、機動的な経営を遂行することを目的として、主要取引銀行
との間で、コミットメントライン契約を締結しております。
なお、当連結会計年度末の当該契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。
コミットメントラインの総額 9,970,480千円
借入実行残高 120,555千円
借入未実行残高 9,849,924千円

4. 国庫補助金等による圧縮記帳
当期に取得した固定資産について、取得価額から控除した圧縮記帳額は、土地60,410千円であります。
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(連結株主資本等変動計算書に関する注記)
1. 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 96,315,400株

2. 配当に関する事項
(1) 配当金支払額

決 議 株式の
種 類

配当金の
総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基 準 日 効力発生日

2019年６月21日
定時株主総会

普通
株式 1,829,000 19 2019年３月31日 2019年６月24日

2019年11月12日
取締役会

普通
株式 962,631 10 2019年９月30日 2019年12月９日

計 2,791,632 ―

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期となるもの
① 配当金の総額 962,631千円
② １株当たりの配当額 10円
③ 基準日 2020年３月31日
④ 効力発生日 2020年６月25日
なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

3. 当連結会計年度の末日における当社が発行している新株予約権の目的となる株式の数
普通株式 1,261,900株
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(金融商品に関する注記)
1. 金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針
当社グループは、一時的な余剰資金は安全性の高い金融商品で運用し、資金調達は銀行借入を用いる方針
です。デリバティブは、事業活動上生じる為替変動リスクを軽減する目的で行っております。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、
社内規程に従い与信リスクを管理し、主な取引先の信用状況を定期的に把握する体制としております。ま
た、外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されておりますが、債権の一部に対して、先物為替予
約を利用したヘッジを行っております。為替予約の執行・管理については、取引権限を定めた社内規程に
従って行っており、その取引は、信用度の高い金融機関とのみ行っております。
有価証券は、リスクの僅少なマネー・マネジメント・ファンドであります。また、投資有価証券である株
式及び関係会社株式は、市場価格等の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する企業
の株式であり、定期的に時価を把握しております。
営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払い期日であります。
短期借入金及び長期借入金は、運転資金と設備資金に係る資金調達によるものであります。変動金利の借
入金は、金利変動リスクに晒されております。
また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、定期的に資金繰り計画を策定し、リス
クの継続的な把握と管理を実施しております。

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
「2．金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金
額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。
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2. 金融商品の時価等に関する事項
2020年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について
は、次のとおりであります。

(単位：千円)
連結貸借対照表
計上額（＊１) 時 価（＊１) 差 額

(1) 現金及び預金 19,554,409 19,554,409 －
(2) 受取手形及び売掛金 7,245,980

貸倒引当金（＊２） △21,991
7,223,989 7,223,989 －

(3) 有価証券
その他有価証券 16,260 16,260 －

(4) 投資有価証券
その他有価証券 349,170 349,170 －

(5) 関係会社株式
その他有価証券 8,146,175 8,146,175 －

(6) 支払手形及び買掛金 (1,472,758) (1,472,758) －
(7) 未払法人税等 (128,791) (128,791) －
(8) 短期借入金 (237,336) (237,336) －
(9) １年内返済予定の長期借入金 (734,707) (734,707) －
(10)長期借入金 (5,991,294) (5,991,294) －
(11)デリバティブ取引 (4,118) (4,118) －
(＊１）負債に計上されているものについては（ ）で示しております。
(＊２）受取手形及び売掛金については対応する貸倒引当金を控除しております。

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
(1) 現金及び預金、並びに(2) 受取手形及び売掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま
す。

(3) 有価証券、(4) 投資有価証券、並びに(5) 関係会社株式
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

(6) 支払手形及び買掛金、(7) 未払法人税等、並びに(8) 短期借入金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいと考え、当該帳簿価額によっております。
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(9) １年内返済予定の長期借入金、並びに(10) 長期借入金
これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引
いて算定する方法によっております。但し、変動金利による長期借入金については、金利が一定期間ごと
に更改される条件となっているため、時価は帳簿価額にほぼ等しいといえることから、当該帳簿価額によ
っております。

(11) デリバティブ取引
① ヘッジ会計が適用されていないもの
ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ごとの連結決算日にお

ける契約額又は契約において定められた元本相当額、時価及び評価損益並びに当該時価の算定方法は次の
とおりであります。
通貨関連（時価の算定方法は先物為替相場によっております。）

(単位：千円)

区 分 デリバティブ取引
の種類等

　 契 約 額 等
時 価 評価損益

内１年超

市場取引以外の取引 為替予約取引
日本円買ウォン売 262,800 － △4,483 △4,483

市場取引以外の取引 為替予約取引
日本円買ドル売 475,570 － 9,552 9,552

市場取引以外の取引 為替予約取引
日本円買ユーロ売 100,000 － △841 △841

市場取引以外の取引 為替予約取引
ドル買ユーロ売 10,727 － △109 △109

　

② ヘッジ会計が適用されているもの
該当するものはありません。
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(注２) 投資有価証券の非上場株式（連結貸借対照表計上額3,800千円）、関係会社株式の非上場株式（連結貸借
対照表計上額110,130千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどが
できず、時価を把握することが極めて困難と考えられるため、「(4)投資有価証券 その他有価証券」、
「(5)関係会社株式 その他有価証券」には含めておりません。

(注３) 金銭債権の連結決算日後の償還予定額
(単位：千円)

１年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

現 金 及 び 預 金 19,554,409 － － －

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 7,245,980 － － －

合 計 26,800,389 － － －

(注４) 長期借入金の連結決算日後の返済予定額
(単位：千円)

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

長 期 借 入 金 734,707 871,253 807,636 798,856 783,236 2,730,313

合 計 734,707 871,253 807,636 798,856 783,236 2,730,313

(一株当たり情報に関する注記)
1. １株当たり純資産額 1,011円90銭
2. １株当たり当期純損失(△) △8円65銭
3. 希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後 第１回新株予約権
１株当たり当期純損失の算定に含めなかった潜在株式の概要 （株式の数1,261,900株）
　
　

(重要な後発事象に関する注記)
該当事項はありません。
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個別注記表
(重要な会計方針に係る事項)
1. 資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券
① 子会社株式及び関連会社株式

　 移動平均法による原価法
② その他有価証券

時価のあるもの…期末日の市場価格等に基づく時価法 (評価差額は全部純資産直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの…移動平均法による原価法
(2) デリバティブ取引……時価法
(3) たな卸資産
　 通常の販売目的で保有するたな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっております。
① 製品・原材料・仕掛品

　 移動平均法
② 貯蔵品

　 最終仕入原価法
　
2. 固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産

(リース資産を除く)
…定率法
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに2016年
４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しており
ます。

(2) 無形固定資産
(リース資産を除く)

…定額法
なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における見込利用可能期間（５
年）に基づく定額法を採用しております。

(3) リース資産
　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

…リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。
　
3. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権は、決算日の直物等為替相場により円換算し、換算差額は損益として処理しております。
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4. 引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金
従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上しております。

(3) 役員賞与引当金
役員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上しております。

(4) 製品補償損失引当金
製品補償に係る損失に備えるため、当該見込額を計上しております。

(5) 役員退職慰労引当金
役員に対する退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく事業年度末要支給額の100％を計上しており
ます。

(6) 執行役員退職慰労引当金
執行役員に対する退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく事業年度末要支給額の100％を計上して
おります。

　
5. 退職給付会計
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における見込額に基づき、当事業年度末において発生してい
ると認められる額を計上しております。年金資産の額が退職給付債務に未認識数理計算上の差異及び未認識
過去勤務費用を加減した額を下回る場合には、当該差額を退職給付引当金として計上し、上回る場合には当
該超過額を前払年金費用として計上しております。過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数（３年）による定額法により按分額を費用処理しております。また、数理計算
上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（３年）による定額法により翌事業
年度から費用処理することとしております。

　
6. リース取引の処理方法
所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理により、
リース資産として計上しております。

　
7. 消費税等（消費税及び地方消費税）の会計処理
税抜方式を採用しております。
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(貸借対照表に関する注記)

1. 有形固定資産の減価償却累計額 14,721,118千円

2. コミットメントライン契約
当社は資金調達の安定性を高め、機動的な経営を遂行することを目的として、主要取引銀行との間で、
コミットメントライン契約を締結しております。
なお、当事業年度末の当該契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。
コミットメントラインの総額 8,500,000千円
借入実行残高 －
借入未実行残高 8,500,000千円

3. 関係会社に対する金銭債権債務
関係会社に対する金銭債権
短期債権 1,601,737千円
長期債権 2,358,127千円
計 3,959,864千円

関係会社に対する金銭債務
短期債務 428,543千円
計 428,543千円

4. 国庫補助金等による圧縮記帳
当期に取得した固定資産について、取得価額から控除した圧縮記帳額は、土地60,410千円であります。
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(損益計算書に関する注記)
関係会社との取引高
関係会社に対する売上高 4,889,271千円
関係会社からの仕入高 3,923,777千円
関係会社とのその他の営業取引高 66,708千円
関係会社との営業取引以外の取引高
営業外収益 822,129千円
営業外費用 320,444千円

(株主資本等変動計算書に関する注記)
自己株式の種類及び株式数に関する事項

(単位：株)
株式の種類 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数
普通株式 52,225 － － 52,225
合 計 52,225 － － 52,225
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(税効果会計に関する注記)
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
税務上の繰越欠損金 302,484千円
在庫評価損 7,726千円
賞与引当金 139,279千円
未払社会保険料 15,509千円
未収入金 4,666千円
未払確定拠出年金 1,324千円
製品補償損失引当金 26,587千円
役員退職慰労引当金 155,474千円
執行役員退職慰労引当金 48,955千円
繰延資産償却超過額 749千円
投資有価証券評価損 75,672千円
貸倒引当金 46,511千円
ゴルフ会員権評価損 5,733千円
減損損失 83,510千円
敷金保証金 1,072千円
繰延税金資産小計 915,258千円
評価性引当額 △379,960千円
繰延税金資産合計 535,298千円

繰延税金負債
未収事業税 △70,530千円
前払年金費用 △309,495千円
その他有価証券評価差額金 △1,693,775千円
繰延税金負債合計 △2,073,801千円
繰延税金負債純額 △1,538,503千円
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(関連当事者との取引に関する注記)
関連当事者との取引

(単位：千円)

属性 会社等の名称 住所 資本金又
は出資金

議決権等
の所有
(被所有)
割合
（％)

関連当事者との関係 取引の
内容 取引金額 科目 期末残高

子会社 ㈱ハーモニック
プレシジョン

長野県
松本市

10,000
千円

直接
100.0

当社精密減速機ユニッ
トの主要部品であるク
ロスローラーベアリン
グの製造及び加工請負
を行っている。
役員の兼任等……有

不動産の賃貸
収入等
不動産の賃貸
費用等

280,477

269,130 － －

子会社
ハーモニック・
ドライブ・エス
イー

ドイツ国
ヘッセン州

1,550
千ユーロ

直接
36.8
間接
37.9

当社から当社製品を輸
入及び当社ブランド製
品の一部を製造し、欧
州・中近東・アフリ
カ・インド・南米地域
で販売している。
役員の兼任等…有

配当金の受取 178,507 － －

子会社
エイチ・ディ・
システムズ・イ
ンコーボレイテ
ッド

米国
マサチューセッ

ツ州
1,300
千米ドル

直接
100.0

ハーモニック・ドライ
ブ・エルエルシーへの
出資を目的とした持株
会社
役員の兼任等…有

資金の貸付 778,050 長期貸付金 2,285,430

子会社
(同)エイチ・デ
ィ・マネジメン
ト

東京都
品川区

1,000
千円

直接
60.0

ハーモニック・ドライ
ブ・アーゲーへの出資
を目的とした持株会社
役員の兼任等…有

デット・エク
イティ・スワ
ップに伴う増
資

1,171,467 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注) 1. 価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上決定しており

ます。
2. 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。
3. (同)エイチ・ディ・マネジメントへの増資につきましては、デット・エクイティ・スワップ方式による

貸付金1,100,000千円の現物出資と現金71,467千円による増資を引き受けたものであります。

(一株当たり情報に関する注記)
1. １株当たり純資産額 825円94銭
2. １株当たり当期純損失(△) △1円80銭
3. 希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後 第１回新株予約権
１株当たり当期純損失の算定に含めなかった潜在株式の概要 （株式の数1,261,900株）
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(重要な後発事象に関する注記)
該当事項はありません。
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